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大阪府職員労働組合教委支部との交渉 
 

日時：平成 31 年３月５日（火）14 時 30 分～17時 15 分 

場所：新別館北館１階 会議室兼防災活動スペース１ 

 

１．当面する人員、組織に関わる要求 

番号 要求項目 回答要旨 

１ 新規事業の実施及び組織改編や年度途中の業務内容の変更に伴

う勤務労働条件の変更にあたっては、事前に情報提供を行うとと

もに支部・分会と十分協議すること。 

また関係各課の勤務労働条件の変更内容を速やかに説明するこ

と。 

施策の展開にあたっては、選択と集中の観点から、事務事業の見直し、事務処

理方法の効率化、組織機構の簡素化等を図り、業務量に見合った適正な人員配置

及び予算措置を行ってまいりたい。 

また、勤務条件にかかわる問題については、今後とも十分な協議を行ってまい

りたい。 

２ 退職者の補充、年度途中の欠員、長期の病気休職者及び産休・

育児休業者及び介護休業者の代替要員は、速やかに正規職員で補

充すること。 

退職者の補充、年度途中の欠員については、全庁的に定数管理が非常に厳しい

状況ではあるが、その必要性を整理し、正規職員での補充に努めていきたい。 

病気休職者及び産休・育児休業者及び介護休業者の代替要員については、発生・

復帰時期が一定ではなく、期間も限定的であることから、機動的かつ弾力的な対

応を図るため、非常勤職員での対応を基本としており、ご理解願いたい。 

ただし、産休・育児休業者の代替措置については、非常勤職員での対応を基本

としながらも、効率的な業務執行体制を確保しつつ、次世代育成の観点から、職

員が安心して育児休業を取得できる環境づくりを行うため、一定の要件を満たす

場合には、常勤職員の配置や臨時的任用職員による対応に努めているところであ

る。 

３ 人事異動については、労働条件の変化を配慮すること。 人事異動については、異動元・異動先所属の事情や職員の適性等、全体の状況

を勘案して行っている。 

４ 会計年度任用職員制度の導入にあたっては、職種・雇用形態に

より一時金・特別休暇等の労働条件を差別しないこと。 

地方公務員法及び地方自治法の改正に伴う非常勤職員の勤務労働条件の改正に

ついては、平成３０年１２月１８日に、①期末手当の支給について、②病気休暇

以外の特別休暇に関する付与条件廃止に関する提案を行い、平成３１年１月１８

日に、了解いただいたところである。 

今後は、２０２０年４月１日からの当該制度の導入に向けて、準備を進めてま

いりたい。 

５ 視覚・聴覚、ケガや病気等で障がいのある職員が業務を十分に

遂行できるよう、業務アシスタントを必要に応じて配置すること。 

また、その制度化を行うこと。 

アシスタント等人員の配置については、全庁的に配置の制度はないが、日常業

務をはじめ、業務上の連絡事項や会議の報告など、情報伝達がスムーズに行える

よう、所属職員等の協力を得ているところである。 

交代制職場におけるローテーション等への配慮をはじめ、今後とも、業務運営
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が円滑に行われるよう、引き続き工夫してまいりたい。 

６ 考古学等文化財担当職員について、今後生じる定年退職等によ

る欠員を補充するため継続的に新規採用を行うこと。 

２０１９年度に欠員が生じる場合、正規職員を補充すること。 

考古学技師職の採用選考については、平成２６年度から毎年実施しており、平

成３１年４月１日付けで５名の新規採用を行う予定である。定数削減の動向は不

透明な部分もあるが、業務に支障をきたすことのないよう、職員の確保に努めて

まいりたい。 

７ 教育センターの電話交換業務は正規職員の複数配置を維持する

こと。 

視覚障がい者が配置されたことにより、業務アシスタントを配

置するなど労働安全衛生上特段の配慮を行うこと。 

また、緊急時の避難経路を複数確保すること。 

教育センター電話交換手については、平成２８年度は暫定的に正規職員１名及

び非常勤職員の体制となったが、平成２９年度当初からは正規職員２名の体制と

している。 

アシスタント等人員の配置については、全庁的に配置の制度はないが、日常業

務をはじめ、業務上の連絡事項や会議の報告など、情報伝達がスムーズに行える

よう、所属職員等の協力を得ているところである。 

今後とも、業務運営が円滑に行われるよう、引き続き工夫してまいりたい。 

電話交換室の出入口は、建物の構造上１箇所となっており、緊急時には総務課

職員が誘導するなどし、速やかに避難できるよう連携してまいりたい。 

８ 教育センターを文部科学省指定の研究機関として、今後とも充

実発展させるとともに、研究職の新規採用を行うこと。 

教育センターでは、学校教育関係者のニーズに応える実践的な研究・研修を実

施することから、学校教育に深い理解があり専門的知識と豊かな識見を有し、さ

らには実際に教育現場の経験を持つ人材の確保が必要である。 

従って、学校現場に人材を求めていきたいと考えており、研究職を採用するこ

とは考えていない。 

９ 研究予算を確保するとともに外部資金による研究を公務として

認めること。 

教育センターでは、学校教育関係者のニーズに応える実践的な研究・研修を実

施しており、それに必要な予算の確保に努めている。 

外部資金による研究については、研究内容が教育センター業務に関連する場合

は公務として認めている。 

10 教育センターでは特に時間外勤務が増大しているので業務量に

見合った人員配置を行うこと。 

職員の健康保持の観点から、時間外勤務の縮減を図るため、業務改革意識の徹

底や、週１回の定時退庁の実施により、時間外勤務時間数の縮減に取り組んでい

る。 

今後とも、時間外勤務の縮減に取り組むとともに、必要な人員の確保にも努め

てまいりたい。 

11 トイレ、冷暖房機器、水道等に不都合が生じることが多々ある

ので、抜本的な改修をすること。 

教育センターは、本館が築２６年、別館が築４８年経過し、各設備が老朽して

いる。 

トイレや冷暖房が故障した場合は、速やかに修理対応を行っており、今後とも、

職場の環境維持・改善に努めてまいりたい。 

なお、設備の抜本的な改修については、多額の経費を要することから、関係課

と協議を行い、検討しているところである。 

12 図書館において、この間長期にわたって年度当初に欠員が生じ 平成３０年度の司書職については１名欠員の状態であり、臨時任用職員１名を
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ている事実を重く受け止め、定年退職の見通しを踏まえた計画的

採用を行うこと。 

採用試験にあたっては、採用候補者名簿の採用を含め、人員の

確保に向けたあらゆる措置を取ること。 

２０１８年度当初に生じる欠員を早急に正規職員で補充するこ

と。 

採用し欠員を補充している。 

司書職の採用選考については平成３０年度も実施し、平成３１年４月１日付け

で１名の採用を行う予定である。 

今後も図書館の運営を適切に行っていくため、適正な人員確保に努めていく。 

13 図書館業務への包括業務委託の導入、図書館の指定管理者制度

の導入については、職員の勤務労働条件への影響が生じないよう

配慮すること。 

市場化テストは、府民の図書館利用の促進、満足度の向上を図るため、図書館

管理運営業務の一部を民間事業者に包括的に業務委託したものである。 

また、施設管理経費の縮減、利用促進及び利用者サービスの向上を図る観点か

ら、中央図書館においては２７年４月から、中之島図書館においては平成２８年

４月から、指定管理者制度を導入した。 

なお、市場化テスト受託事業者及び指定管理者とそれぞれ月一回の定例会議を

設け、双方業務の情報交換を図りながら図書館業務の円滑化に努めているところ

である。 

14 総務サービス事業の展開に伴う、福利課職員の学校総務サービ

ス課との兼務発令による、両課職員の過重労働の解消、業務整理

を行うこと。 

総務サービス事業は、必要に応じ兼務発令を行うなど、関係室・課の連携協力

体制を構築しながら実施しているところである。 

関係室・課の業務整理については、システム上の制約や法令改正の動向を踏ま

えつつ、より効率的な業務処理体制について検討してまいりたい。 

15 学校総務サービス課内に経営工学職の配置を行い、一般職員が

担当しているシステム管理業務の過重労働を解消すること。 

学校総務サービス課への経営工学職の配置は、高等学校課との兼務により対応

しているところである。 

16 新規事業・変更事業に付随して、学校総務サービス課において

発生する人件費支給等に係る総務事務の業務量の増加に対して、

充分な人員の確保と執務スペースの確保、勤務労働条件の悪化や

過重労働を発生させないよう措置を行うこと。 

人員の配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、業務の廃止

を含めた再構築や人員の重点化などを行うとともに必要な業務量に見合った適正

な配置に努めることにより、今後とも適正な勤務条件の確保等に向けて取り組ん

でまいりたい。 

スペースの確保については、機会あるごとに庁舎管理課に申し入れており、今

後ともできる限り努力してまいりたい。しかし、その確保が困難な状況であるこ

とも理解願いたい。 

17 学校事務職員の定数減に伴う事務局職員の過重労働を解消する

こと。 

人員の配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、業務の廃止

を含めた再構築や人員の重点化などを行うとともに必要な業務量に見合った適正

な配置に努めることにより、今後とも適正な勤務条件の確保等に向けて取り組ん

でまいりたい。 

18 休日出勤を伴う行事等への業務支援については、労働安全衛生

の観点から、十分な日程のもと情報を提供するとともに、過大な

割り当てを行わず、代休日の確保などに十分配慮すること。 

休日出勤を伴う行事等への支援体制については、その内容を確認し、必要な人

員数を精査した上で、応援依頼を行うとともに、過大な割り当てとならないよう、

引き続き配慮してまいりたい。 
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19 教職員室等での採用試験事務についての過重労働を解消するた

めの解決策を示すこと。 

平成２９年度（平成２８年度実施）の教員採用選考テストから、熱意ある優秀

な教員の確保を目的として、第２次選考面接テストにおける面接方法を個人面接

に変更するなどの大幅な見直しを実施したことに伴い、面接員・監督員を増員す

る必要が生じたため、教育庁各課にこれまで以上に協力をお願いしているところ

である。 

一方、今年度は、昨年度に引き続き、第２次選考面接テストの一部を平日に実

施するとともに、小学校等の水泳実技試験や教員チャレンジテスト（教員チャレ

ンジテストについては、今年度をもって終了）の試験会場を１か所に集約し、監

督員・本部員等の動員を縮減するなどの取組みを行った。 

併せて、これまで同様、事務の簡素化や非常勤職員による大量の出願書類の集

中処理、結果通知書の発送業務等の委託を行うとともに、出願方法を電子申請（イ

ンターネット）に限定するなど、担当職員の負担軽減も図っている。 

今後とも、より効率的、効果的な採用選考事務の執行体制となるよう努めると

ともに、事務処理方法についても必要に応じて検討してまいりたい。 

 

 

 

２．労働条件、職場環境の改善の要求 

番号 要求項目 回答要旨 

１ 労使慣行を遵守すること。 

勤務労働条件に関わる問題については、従前どおり支部・分会

と十分協議すること。 

職員の勤務条件にかかわる問題については、今後とも十分な協議を行ってまいり

たい。 

２ 「人事評価制度」については、教育庁内の職種・業務分担、職

場環境、勤務労働条件の差異を考慮し、公平・公正で客観基準に

基づくものへと抜本的に見直しを図り、職員の執務意欲の低下を

招くことが明らかとなった相対評価、および人事評価結果の賃金

への反映を撤廃すること。 

人事評価については、職員基本条例に基づき平成２５年度から相対評価による人

事評価制度を実施しているところである。 

人事評価の目的は「職員の資質・能力及び執務意欲の向上」であることから、引

き続きより良い制度となるよう調整を図ってまいりたい。 

３ 時間外勤務手当及び旅費、出張に伴う負担金などを完全支給す

ること。 

時間外勤務手当については、「教育庁等職員の勤務時間、休日、休暇等に関する事

務取扱要領」に基づき、適切に対処している。 

また、旅費等についても、今後とも適正に執行してまいりたい。 

４ 恒常的残業が解消されていない現状を改善するための実効あ

る具体策を明らかにすること。 

また、時間外勤務実態を把握するとともにサービス残業をなく

すこと。 

時間外勤務等の適正化については、「ゆとりの日及び週間」の実施や、「大阪府教

育委員会ゆとり月間」における様々な取組み等を通じて、その実効性の確保に努め

ているところである。 

また、平成１７年度から、年間３６０時間の時間外勤務命令の上限規制を導入す

るとともに、平成２１年度から、午後９時までに執務室消灯なども行っており、課
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長会議や課長補佐会議において定期的に時間外勤務実績の報告と、一層の取組みを

要請するなど、時間外勤務の縮減に取り組んでいるところである。 

更に、平成２９年９月には大阪府庁版「働き方改革」第２弾を策定し長時間労働

の抑制に取り組んでいるところである。 

５ 休日・早朝出勤を止めること。 

やむを得ず行う「勤務を要しない日」及び「休日」の出勤につ

いては、勤務を要しない日の振替及び代休をもって措置するこ

と。 

休日等勤務については、必要やむを得ない場合に限り行っているものと認識して

いるが、今後とも、できる限り休日等勤務が行われないよう配慮してまいりたい。 

その上で、週休日に勤務がなされた場合は週休日の振替を、休日に勤務がなされ

た場合は代休をそれぞれ取得するよう、指導の徹底に努めているところである。 

６ １日６０分以上の勤務時間短縮を早急に実現すること。 

保育特休の廃止で消失した残り１５分問題について、保育のた

めの時間短縮を有給で保障すること。 

また、期間を小学校１年生まで延長すること。 

勤務時間の短縮については、週３８時間４５分、１日７時間４５分とする改正を、

平成２２年１０月から実施しているところである。 

特別休暇については、より府民の理解を得られる制度にする観点から、民間状況

も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成２２年度から実施してい

るところであり、その他の休暇の拡充や新設は困難である。 

また、保育休暇の廃止に伴い、小学校就学前の子を保育所等へ送迎するために勤

務時間の弾力的な運用が必要な職員に対して、早出遅出勤務を実施しているところ

である。 

７  総務サービス業務は、変則勤務・カウンターのある図書館など

の出先職場の実態への配慮がなく、複雑で困難な大量の業務を強

いられている。 

直ちに以下の改善を行うこと。 

①視覚障がいのある職員には利用しやすい機材・機器を配備す

ること。 

②プライバシー保護のためにも、パソコン端末配置場所のプリ

ンターを増設すること。 

③担当職員誰もが分かりやすい業務システムに改善すること。 

また、わかりやすいマニュアルを作成し、新任職員のサポー

ト体制も充実すること。 

④土日祝が通常の出勤日であり、平日に週休日を取得せざるを

得ない職場において業務量の平準化を図るため、土日祝日の

勤務日にも業務システムを稼働させること。 

職員端末機やプリンターの配備については、各職場の実態や業務の必要性に応じ

てその配置に努めてきたところであり、今後とも適切な配備に努めてまいりたい。 

システムの改善については、費用対効果などの観点も踏まえ、必要性の高いもの

から順次取り組んでいるところであり、マニュアルや手引きについても、一層の充

実を図り、職員に周知してまいりたい。 

システムの稼働時間を含め、いずれも全庁的な問題でもあるため、今後ともその

動向に留意してまいりたい。 

８ 教育庁職場の冷暖房の期間と時間を実態に合わせて延長し、適

温を保つこと。 

別館は、空調の抜本的な改善を行うこと。 

冷暖房の設定については、「ふちょう温室効果ガス削減アクションプラン～大阪府

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）～」に基づき、冷房２８℃、暖房１９℃と

しているところである。 

要求の趣旨については、十分、庁舎管理課に申し入れてまいりたい。 

９ 教育庁別館職場に共用の高性能印刷機（自動丁合、ステープル、 教育庁として共用の印刷機を設置することについては、全庁的にスペースが不足
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両面など）を増設すること。 していることから困難な状況である。 

スペースの確保については、機会あるごとに庁舎管理課に申し入れており、今後

ともできる限り努力してまいりたい。しかし、その確保が困難な状況であることも

理解願いたい。 

10 職場ごとに実施される人権研修は、労働安全衛生の充実の観点

からその内容を事前に公表するとともに支部・分会と協議するこ

と。 

本府においては、「府人権施策推進基本方針」、「人権教育のための国連１０年後期

行動計画」等に基づき、府職員に対する人権研修をより一層充実させること、特に

これまでの知識供与・講義型の研修から、人権問題への理解を深め、人権尊重の具

体的な行動につながることを目的とした参加・体験型研修を推進していくことが求

められている。 

このため、各部局・職場が参加・体験型の人権研修に積極的に取り組めるよう、

平成１３年度に研修教材や進行マニュアル等が新たに策定され、平成１４年度のモ

デル職場における試行実施を経て、平成１５年度から全所属で実施されているとこ

ろである。 

人権に深く関わる立場にある府職員は、常に人権尊重の意識や態度を持って職務

の遂行に努めることが重要であり、そのための人権研修については、趣旨の説明等

を十分に行うなど、各所属において適切に実施されるよう周知してまいりたい。 

11 ２０１２年に保健体育課から福利課に業務移管された「教職員

健康管理及び労働安全衛生に関する業務」について、訪問者を受

け入れる職員の勤務労働条件に影響が出ることのないよう配慮

すること。 

教職員の心身の健康の保持増進の充実・強化を図るため、教職員健康管理及び労

働安全衛生に係る業務を平成２４年度当初に保健体育課から教職員室（福利課）に

移管した。 

当該業務には、教職員のメンタルヘルス等の健康問題に係る相談を受ける業務が

あり、来訪者のニーズには様々なものがあるが、今後とも、来訪者を受け入れる職

員に影響が出ることのないよう、適切な業務遂行に努めてまいりたい。 

12 健康管理相談のため訪問する教職員の「相談」が「作業スペー

ス兼物品倉庫」で行われており、相談使用中は、作業の中断や物

品の出し入れ不能など、重大な業務支障をきたしている。 

直ちに防音設備のある「問診室」又は「相談室」を別館内に設

置し労働条件の改善を行うこと。 

また健康管理相談業務への適切な人員配置により勤務労働条

件の向上を行うこと。 

健康管理相談について、福利課では管理職からの相談に対応しているところ、平

成２７年９月に公立学校共済組合が大阪メンタルヘルス総合センター事業を開始し

たことから、メンタルヘルスに関する相談が減少傾向となり、作業スペースの使用

頻度も減少しているが、その使用にあたっては、業務に支障が無いよう引き続き調

整に努めてまいりたい。 

スペースの確保については、機会あるごとに庁舎管理課へ申し入れており、今後

ともできる限り努力してまいりたい。しかし、その確保が困難な状況であることも

理解願いたい。 

人員の配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、業務の廃止を

含めた再構築や人員の重点化などを行うとともに必要な業務量に見合った適正な配

置に努めることにより、今後とも適正な勤務条件の確保等に向けて取り組んでまい

りたい。 

13 生理休暇、妊婦の時差出勤、業務軽減等の母性を守る権利、育 特別休暇については、府民の理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一
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児時間等の保育に関する権利を完全に行使できるよう、その趣旨

の徹底と必要な人的措置を行うこと。 

定反映されている国制度を基本に見直しを行ったところであるが、母性を守る権利

等の行使に関することについては、引き続きその趣旨の徹底と適正な運用が図れる

よう努めてまいりたい。 

14 女子更衣室を別館６・８階にも確保し、設備等の改善と拡張を

行うこと。 

また、女子更衣室及び執務室内のロッカーは、１人１個鍵付き

とすること。 

教育委員会職場に男女別の休養室を設置すること。 

別館各階に「障がい者対応多機能トイレ」を設置すること。 

女子更衣室については、別館において１階を除くすべての階で設置している。 

また、設備等については、困難なものもあるが、関係課に伝えるなど適切に対処

してまいりたい。 

15 ＶＤＴ作業による健康障害が生じないよう昭和６３年４月１

日「ＶＤＴ作業のための労働衛生管理基準」に基づき従事時間の

制限等の徹底を図ること。 

本府においては、昭和６３年４月１日「ＶＤＴ作業のための労働衛生管理基準」

を定め、平成元年度より、１か月間を通じて１日のＶＤＴ作業従事時間が平均３時

間を超えている職員に対する特別健康診断を実施している。また、１か月間を通じ

て１日のＶＤＴ作業従事時間が平均３時間未満の職員についても、実情に応じて健

康診断が受けられるよう、平成４年度から運用改善を図ったところである。 

ＶＤＴ作業従事職員の健康問題については、過去の経緯についても十分認識して

いるところであり、当該職員の健康管理については、従事時間の制限、環境の点検

整備等により健康の保持に努めるなど、特に注意を払っているところであるが、更

にＶＤＴ作業に関する労働安全衛生対策の動向等、必要な情報の把握に努め、適切

に対処してまいりたい。 

16 各職場の労働安全衛生委員会の活性化を図り、その機能を十分

に果たすこと。 

労働安全衛生委員会は、会議、職場巡視や健康相談等を通じて、職員の安全や健

康保持、快適な職場環境の形成に努めているところである。 

職場内の労働安全衛生確保に、労働安全衛生委員会の活性化は必要であり、今後

とも労働安全衛生委員会が十分に機能するよう、努力してまいりたい。 

17 セクシャルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティハ

ラスメント等、一切のハラスメントの無い職場づくりのため、「指

針」の遵守及び二次加害の防止に向けて研修等指導を徹底するこ

と。 

また、研修等にあたっては、被害者に配慮しつつ過去の具体例

等も取り上げて、より効果あるものとすること。 

また、被害者からの相談に迅速かつ適切に対応できるよう、十

分な相談窓口体制を構築すること。 

ハラスメントの防止については、職員の意識啓発、相談体制の整備、研修の３点

から取組みを進めている。 

セクシュアル・ハラスメント及びパワー・ハラスメントの防止等に関する指針を

策定し、研修等を通じて周知徹底を行うとともに、セルフチェックの実施やポケッ

トリーフレットの配布などにより、職員の意識啓発に努めている。 

平成２８年１月には、「ハラスメント「０(ゼロ)」に向けて」と題した教育長メッ

セージを発出し、併せてポスターの掲示、セルフチェックの実施励行を行った。 

更に、平成２９年９月には、妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラス

メント対策にかかる指針を新たに策定し、職員への周知と意識啓発に努めたところ

である。 

相談体制の整備に関しては、職員総合相談センターで行っている職場の人間関係

等も含む様々な苦情相談において、必要に応じて弁護士である専門相談員のアドバ
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イスも活用できることとしており、各種ハラスメントも含めたきめ細かい相談にも

対応できるようにしているところである。 

なお、万一、各種ハラスメント事象が発生した場合には、被害職員からの相談を

はじめ、職場として万全の対応がとられなければならず、この点からも、特に管理

職に対してあらゆる機会を通じて意識啓発に努めてまいりたい。 

今後とも、各種ハラスメント事象のない職場づくりに向けて、引き続きその趣旨

の徹底を図ってまいりたい。 

18 文化財保護課から他団体への職員派遣・出向については、派遣

職員の健康と安全に万全を期すこと。 

派遣・出向先での勤務労働条件は府と同等以上を確保し、変更

のある場合は、支部・分会と協議すること。 

他団体への職員派遣・出向については、派遣職員の勤務状況等の把握に努めると

ともに、勤務条件の変更が生じる場合には、必要な協議を行ってまいりたい。 

19 本庁各課の執務スペースを拡大すること。 

また、文化財保護課本室を大手前庁舎（別館）に戻し、教育庁

各室課全ての執務室を別館に設けること。 

高等学校課、施設財務課、福利課、学校総務サービス課の執務

スペースの拡大を早急に行うこと。 

また、執務室の環境を改善すること。 

大括り室におけるいわゆる「タコ足配置」をしないこと。 

スペースの確保や修繕については、機会あるごとに庁舎管理課に申し入れてきた

ところであり、今後ともできる限り努力してまいりたい。しかし、全庁的にスペー

スが不足していることから、その確保や早急な修繕が困難な状況であることもご理

解願いたい。 

咲洲庁舎への移転部局等については、大阪市との連携部局を軸とし、庁舎として

有効活用を図る観点から、民間ビル借上げの解消、所管する業務、移転にかかるコ

スト等を総合的に判断して決められたものであり、ご理解願いたい。 

20 文化財の公開と活用を促進するために発生している過重労働

を解消すること。 

文化財調査事務所の照明を更新修繕し、業務に必要な照度を確

保すること。 

人員の配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、業務の廃止を

含めた再構築や人員の重点化などを行うとともに必要な業務量に見合った適正な配

置に努めることにより、今後とも適正な勤務条件の確保等に向けて取り組んでまい

りたい。 

執務室内の照明設備については、事業者による工事等が必要な状況であることか

ら、これまでの間、公共建築室に対し早期に着手するよう働きかけてきたところ。

大阪北部地震や台風による災害からの復旧など、府有建築物の修繕等も進められて

おり、引き続き、照明設備の工事等についても着手するよう求めていく。 

21 職員の健康診断など、労働安全衛生に関わる事業を充実するこ

と。 

また年金制度の変更に伴う、福利課職員の過重労働を防止する

こと。 

その対策について分会・支部と十分に協議すること。 

また、介護休業手当金の給付など、労働安全衛生に関わる雇用

条件については改善すること。 

職員の定期健康診断については、平成２０年度から特定健康診査に連動し、検査

項目を追加して実施しているほか、特別健康診断、胃集団検診、大腸検診、女性検

診等を実施し、心身の健康の保持・増進に努めているところである。 

職員の健康管理にあたっては、健康診断をはじめ、保健指導、職場環境管理等の

事業を実施しているところであり、リフレッシュ方策やライフプラン施策との連携

も図りながら、引き続き、職員の健康保持・増進と疾病予防対策の充実を図ってま

いりたい。 

被用者年金制度の一元化により、事務処理内容が変更され、問い合わせの電話等
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が増加したと認識している。このため、公立学校共済組合の協力を得て、昨年度か

ら新たに非常勤職員を追加配置し、業務の平準化に努めるとともに、システムの改

善等について同共済組合本部へ強く申し入れているところである。今後も、状況を

見据えながら適切に対応してまいりたい。また、勤務条件の変更を伴う場合には、

必要な協議を行ってまいりたい。 

介護休業手当金の給付については、公立学校共済組合において実施している。 

本件要求の趣旨については、機会を捉えて、同共済組合本部へ伝えてまいりたい。 

22 図書館情報システムの更新等に伴って勤務労働条件の変更が

発生する場合は、その内容について事前に職員、分会、支部より

意見を求め協議すること。 

図書館情報システムについては、平成３１年１月１日付けで更新を行った。 

システムの更新に伴い、職員の労働条件を変更する必要性は発生していない。 

今後とも、図書館システムの新機能や運用の変更点などの十分な周知に努めると

ともに、改善を要する部分などについて、職員等の意見をお聞きしたい。 

また、勤務条件を変更する必要性がある場合には、必要な協議を行ってまいりた

い。 

23 技術職及び専門職の適正な昇任昇格制度の運用を行うことに

より、公平な給与支給を行うこと。 

また、性別や思想、組合活動を理由にした昇任昇格の差別や、

勤務労働条件の改悪を行わないこと。 

技術職等の昇任昇格については、一般職と同様、組織上の必要性、本人の勤務成

績など客観的な条件の下で総合的に判断し、公正に行っているところである。 

24 土・日曜日、祝日、休日に開館している図書館などにおいて、

週休日、祝日、休日の勤務を強要することなく、必要な人員を配

置するとともに、週休日における連続休暇の確保等、労働安全衛

生に配慮し、勤務労働条件の維持・向上に向けた対策を講じるこ

と。 

府民（利用者）サービスの観点から、土・日曜日、祝日、休日開館となっている

図書館等については、業務が円滑に実施されるよう、必要な措置を講じているとこ

ろである。 

ローテーション勤務職員の勤務条件や、勤務条件の変更の必要が生じた場合につ

いては、必要な協議を行ってまいりたい。 

25 図書館における業務委託業者・指定管理者との共同の職場環境

の改善を行うこと。 

そのために、労働安全衛生の観点から情報交換や協議等を密に

行い、スペースの確保などの必要な措置を講じること。 

市場化テスト受託事業者及び指定管理者とそれぞれ月一回の定例会議を設け、双

方業務の情報交換を図りながら、業務の円滑化、職場環境の改善に努めてまいりた

い。 

26 図書館の全資料の遡及入力業務にあたっては、十分な予算及び

人員を確保し、これに伴う過重労働が発生することのないように

すること。 

図書の遡及入力については、過重労働が発生しないよう引き続き努力してまいり

たい。 

27 再任用短時間勤務職員の健康保険については、退職時に加入し

ていた共済組合に、継続加入できるようにすること。 

法令に基づき、各保険者において適正に手続きが行われているところである。 

 


